
　　　　　　　　　　　　　　住宅金融支援機構本店

工事の名称、場所及び期間又は物
品役務等の名称及び数量

契約担当役等の氏名及びその所属
する本店又は支店の所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約によることとした理由（企画競争又は公募）
予定価格

(円)
契約金額

(円)
落札率
(％)

再就職の
役員の数

備考

登記事項証明書等交付手数料
契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成23年2月2日
東京法務局
東京都千代田区九段南1-
1-15

会計規程第25条第1項
行政サービスの対価として、証明書の発行手数料を契約相手方に支払うもので
あるため、唯一の契約相手方である法務局と随意契約したものである。

14,770,000 14,770,000 100.00% -

引受並びに募集取扱契約(一般担
保第63回住宅金融支援機構債券)

理事長　島田精一
東京都文京区後楽1-4-10

平成23年2月3日

三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社
東京都千代田区丸の内2-
5-2
野村證券株式会社
東京都中央区日本橋1-9-1
大和証券キャピタル・マー
ケッツ株式会社
東京都千代田区丸の内1-
9-1

会計規程第25条第1項
本件は、機構の一般担保付債券という商品性を踏まえ、機構の一般担保債券に
関するこれまでの取組実績等及び起債運営に関する提案を考慮した企画競争
方式（平成21年12月29日公示）による年度前半の評価及び今回の起債に関する
起債スケジュール、販売方針等の提案の評価を考慮し選定する必要がある。
本業務について、企画競争手続により契約相手方を選定し、随意契約したもの
である。

43,785,000 43,785,000 100.00% -

引受並びに募集取扱契約(一般担
保第64回住宅金融支援機構債券)

理事長　島田精一
東京都文京区後楽1-4-10

平成23年2月3日

三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社
東京都千代田区丸の内2-
5-2
野村證券株式会社
東京都中央区日本橋1-9-1
大和証券キャピタル・マー
ケッツ株式会社
東京都千代田区丸の内1-
9-1

会計規程第25条第1項
本件は、機構の一般担保付債券という商品性を踏まえ、機構の一般担保債券に
関するこれまでの取組実績等及び起債運営に関する提案を考慮した企画競争
方式（平成21年12月29日公示）による年度前半の評価及び今回の起債に関する
起債スケジュール、販売方針等の提案の評価を考慮し選定する必要がある。
本業務について、企画競争手続により契約相手方を選定し、随意契約したもの
である。

46,305,000 46,305,000 100.00% -

引受並びに募集取扱契約(一般担
保第65回住宅金融支援機構債券)

理事長　島田精一
東京都文京区後楽1-4-10

平成23年2月3日

三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社
東京都千代田区丸の内2-
5-2
野村證券株式会社
東京都中央区日本橋1-9-1
大和証券キャピタル・マー
ケッツ株式会社
東京都千代田区丸の内1-
9-1

会計規程第25条第1項
本件は、機構の一般担保付債券という商品性を踏まえ、機構の一般担保債券に
関するこれまでの取組実績等及び起債運営に関する提案を考慮した企画競争
方式（平成21年12月29日公示）による年度前半の評価及び今回の起債に関する
起債スケジュール、販売方針等の提案の評価を考慮し選定する必要がある。
本業務について、企画競争手続により契約相手方を選定し、随意契約したもの
である。

60,060,000 60,060,000 100.00% -

平成23年度新規採用職員導入研
修、新規採用職員フォロー研修及
び指導員研修

契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成23年2月10日
学校法人産業能率大学
東京都世田谷区等々力6-
39-15

会計規程第25条第1項
本件は、新規採用職員に対し、入構時に社会人としての基本的行動や基礎的知
識を習得させ（導入研修）、また入構半年後に上半期の業務行動を振り返り不足
するビジネススキルを習得させる（フォロー研修）ために、また同職員を職場で指
導・育成する指導員に対し、指導するためのスキルを習得させる（指導員研修）
ことを目的として研修を行う業務である。
本業務について企画競争手続(平成22年12月15日公示）により契約相手方を選
定し、同社と契約したものである。

3,536,400 3,430,875 97.02% -

登記事項証明書等交付手数料
契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成23年2月21日
前橋法務局
群馬県前橋市大手町2-10-
5

会計規程第25条第1項
行政サービスの対価として、証明書の発行手数料を契約相手方に支払うもので
あるため、唯一の契約相手方である法務局と随意契約したものである。

1,267,000 1,267,000 100.00% -

登記事項証明書等交付手数料
契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成23年2月21日
東京法務局
東京都千代田区九段南1-
1-15

会計規程第25条第1項
行政サービスの対価として、証明書の発行手数料を契約相手方に支払うもので
あるため、唯一の契約相手方である法務局と随意契約したものである。

2,345,000 2,345,000 100.00% -

引受並びに募集取扱契約(貸付債
権担保第46回住宅金融支援機構債
券)

理事長　島田精一
東京都文京区後楽1-4-10

平成23年2月22日

ゴールドマン･サックス証券
株式会社
東京都港区六本木6-10-1
大和証券キャピタル･マー
ケッツ株式会社
東京都千代田区丸の内1-
9-1
みずほ証券株式会社
東京都千代田区大手町1-
5-1
ＵＢＳ証券会社
東京都千代田区大手町1-
5-1

会計規程第25条第1項
本件は、貸付債権担保住宅金融支援機構債券の特殊な商品性を踏まえ、起債
運営能力、販売能力、市場発展に向けた取組、起債運営に関する提案能力等を
考慮した企画競争方式（平成21年12月29日公示）による評価を行って主幹事候
補証券会社を選定し、評価点の順位に応じ分類した上で、起債スケジュール・見
込額をもとに順次指名して、契約する必要がある。
本業務について、企画競争手続により契約相手方を選定し、随意契約したもの
である。

483,787,500 483,787,500 100.00% -

契約情報の公表について（随意契約）



工事の名称、場所及び期間又は物
品役務等の名称及び数量

契約担当役等の氏名及びその所属
する本店又は支店の所在地

契約を締
結した日

契約の相手方の商号又は
名称及び住所

随意契約によることとした理由（企画競争又は公募）
予定価格

(円)
契約金額

(円)
落札率
(％)

再就職の
役員の数

備考

登記事項証明書等交付手数料
契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成23年2月24日
東京法務局
東京都千代田区九段南1-
1-15

会計規程第25条第1項
行政サービスの対価として、証明書の発行手数料を契約相手方に支払うもので
あるため、唯一の契約相手方である法務局と随意契約したものである。

15,232,000 15,232,000 100.00% -

ETCコーポレートカードの利用
契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成23年2月25日
トヨタファイナンス株式会社
東京都江東区東陽6-3-2

会計規程第25条第1項
本件は、当機構のＥＴＣ機器搭載の自動車が高速道路等を利用する際に必要と
なるＥＴＣカードを調達するものである。公募を実施し、申し込みのあった要件を
満たしている者と契約を締結するものであり、競争を許さないため、同社と随意
契約したものである。

高速道路等の通行
利用料

高速道路等の通行
利用料

--- -
単価契約
総支払予定額
14,870,300円

新築マンションのダイレクト情報
サービスの利用

契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成23年2月28日
株式会社不動産経済研究
所
東京都新宿区新宿1-9-1

会計規程第25条第１項
本件は、新築マンションの新規供給及び販売状況の情報の提供サービスを受け
るものであり、当該情報の情報提供者は限られている。
機構では、平成15年度以降、マンション市場の動向を調査・分析するための基礎
データとして同社から提供されるものを使用してきており、これまで蓄積してきた
マンション動向の把握・分析における連続性を保つため、当該情報を提供するこ
とが可能である同社と随意契約したものである。

3,654,000 3,654,000 100.00% -

総合オンラインシステム沖縄代行入
力センター運用等業務

契約担当役　遠藤順次
東京都文京区後楽1-4-10

平成23年2月28日
株式会社システムウイング
沖縄県那覇市泉崎1-12-7

政府調達規程第11条第1号
本件は、沖縄振興開発金融公庫の貸付債権の保証等業務を機構が委託する沖
縄県内の金融機関に総合オンラインシステム機器が設置されていないため、金
融機関の一部業務を代行する調達契約であるが、一般競争入札において応札
者がなく不落となったため、予定価格の範囲内の金額で契約相手方と随意契約
したものである。

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
せる恐れがあるた
め公表しない。 20,286,000 --- -

（注）
　会計規程第30条の２に基づく公表である。


